
R6人事行政の運営等の状況

１．職員の任免及び職員数に関する状況

（１） 職員採用試験による採用の状況（Ｒ６.４.１～Ｒ７.３.３１）

人数

6

0

1

0

0

7

（２） 退職の状況（Ｒ６.４.１～Ｒ７.３.３１） 【単位：人】

4 0 8 0 0 0 0 12

2 0 0 0 0 0 0 2

2 0 0 0 0 0 0 2

8 0 8 0 0 0 0 16

注）退職者数には、再任用職員・非常勤職員（会計年度任用職員など）は除いています。

（３） 職員数に関する状況（各年４月１日現在）

（参考）会計年度任用職員（フルタイム）の職員数　令和５年４月１日　　４６人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和６年４月１日　　５０人

計 14 14 0

合計 164 170 6

注）職員数は、地方公務員の身分を保有する休職者・派遣職員等を含み、非常勤職員
　（会計年度任用職員など）を除いています。
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人事行政の運営等の状況

 東みよし町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成２１年条例第２号）に基づき、
令和６年度の状況を公表します。

職種

一般行政

保育士

管理栄養士

保健師

幼稚園教諭
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R6人事行政の運営等の状況

（４） 年齢別職員数の状況（令和６年４月１日現在）
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注）非常勤職員（会計年度任用職員など）を除いています。

２．職員の給与の状況

（１） 人件費の状況（普通会計　決算分）

注）１　「人件費」には特別職に支給される給与・報酬などを含みます。
　　２　人口は、令和７年３月３１日現在です。

人件費の状況（普通会計　決算分：会計年度任用職員（フルタイム））

（２） 職員給与費の状況（普通会計予算：会計年度任用職員を除く。）

注）１　給与費は当初予算額です。

職員給与費の状況（普通会計予算：会計年度任用職員（フルタイム））

注）１　給与費は当初予算額です。

（３） 職員手当の状況（令和６年４月１日現在）

応募認定・定年退職
２４．５８６８７５月分

配偶者 月額 　　６，５００円
子 月額 　１０，０００円
扶養親族１人につき 月額 　　６，５００円
特定期間の扶養親族たる子１人につき 月額 　　５，０００円

借家 月額 ２８，０００円を限度に支給

通勤距離が片道２㎞以上の場合に限る
・自家用車等を使用の場合　距離に応じ２，０００円～３１，６００円
・公共交通機関等を利用の場合　最高５５，０００円
管理又は監督の地位にある職員に支給
定額２０，０００円～６０，０００円
著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他特殊な勤務の場合に支給
死獣処理手当　１回につき１，０００円

注）会計年度任用職員については、適用される内容が異なる場合があります。

（４） 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（令和６年４月１日現在）

区　　分
給与費（千円）

給料 諸手当 計
令和６年度 92,017 36,419 128,436

給料 諸手当 計
給与費（千円）

135,32340,68094,643令和７年度

区　　分

区分 平均給料月額（円） 平均給与月額（円） 平均年齢（歳）

最高限度 ４７．７０９月分

扶養手当

通勤手当

技能労務職 265,100 269,534 61.6

一般行政職 299,100 341,187 40.8
教育職 291,800 318,675

住居手当

４７．７０９月分

46.3

管理職手当

特殊勤務手当

２５年 ２８．０３９５月分

３５年 ３９．７５７５月分 ４７．７０９月分
３３．２７０７５０月分

２．２５月
１２月 １．２２５月分 １．０２５月分 ２．２５月

退職手当

勤務年数 自己都合
２０年 １９．６６９５月分

区分 支給金額等

期末手当
勤勉手当

支給月 期末手当 勤勉手当 合計
６月 １．２２５月分 １．０２５月分

給料 諸手当 計Ｂ Ｂ／Ａ（千円）
令和７年度 148 557,865 345,499 903,364 6,104

令和６年度 13,106 10,658,679 1,593,284 15.0

区　　分
職員数Ａ 給与費（千円） １人当たり給与費
（人）

区　　分 人口(人) 歳出総額Ａ(千円) 人件費Ｂ(千円) 人件費率Ｂ/Ａ(％)

10 15 15 10 15 170

区分 計

職員数 3 8 20 17 17 21 19
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R6人事行政の運営等の状況

（５） 職員の初任給の状況（令和６年４月１日現在）

（６） 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和６年４月１日現在）

高校卒
大学卒

（７） 特別職の報酬等の状況（令和６年４月１日現在）

１．７０月
１．７０月
３．４０月

３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１） 職員の勤務時間（標準的なもの）
始業時間 終業時間

（２） 休暇等

5.2時間時間外勤務の月平均時間数（その他首長部局等に所属する正規職員）

令和６年中正規
職員平均取得日数

14.6日

組合休暇
・職員が登録された職員団体の業務又は活動に従事するため
　１年につき３０日を超えない範囲内でその都度必要と認め
　る期間(無給)　　当年度取得者なし

・配偶者、父母、子、配偶者の父母等で、負傷、疾病又は老
　齢により日常生活を営むのに支障があるものの介護をする
　ため、連続する２週間以上６月の期間内で必要と認められ
　る期間(無給)　当年度取得者なし

主
な
特
別
休
暇

結婚休暇※

介護休暇※

無給休暇※
・私事の故障その他公務につけない特別の理由がある場合で、
  任命権者が必要と認めた期間(１日又は半日を単位とする。)
  (無給)　当年度取得者なし

忌引休暇※ ・死亡者との続柄に応じ、１日～１０日の範囲内
・７月１日～９月３０日までの期間内で５日以内。その単位
　は１日とする。

注）「※」の休暇については、会計年度任用職員も付与されます。休暇期間及び
　　適用される内容は異なる場合があります。

ボランティア休暇※ ・１の年において５日の範囲内の期間

・１年において５日(その養育する中学校就学の始期に達する
までの子が２人以上の場合にあっては、１０日)の範囲内の日
又は時間

リフレッシュ休暇 ・５年ごとに連続する３日又は５日

夏期休暇※

子の看護休暇※

区　　分 内　　　容

年次有給休暇※

病気休暇※
・負傷又は疾病のため療養を要する場合、必要と認められる
　期間（９０日を超えることはできない）
　当年度取得者５人(５日を超える診断書を有する者)

出産休暇※
・出産予定日前６週間(多胎妊娠の場合にあっては１４週間)
  目に当たる日から分べんの日後１０週間目に当たる日まで
  の期間において、あらかじめ必要と認める期間

・１暦年ごとに２０日とし、２０日を超えない
　範囲内の残日数を繰り越すことができる。

・その都度必要と認める期間。ただし、７日を超えることは
  できない。

１週間の勤務時間 休憩時間 週休日
３８時間４５分 8:30 17:15 12:00～13:00 土曜日及び日曜日

副町長 595,000 １２月期
教育長 550,000 計

区分 給料・報酬月額（円） 期末手当の支給割合
町長 743,000 ６月期

一般行政職
217,700 円 240,300 円 267,700 円
248,200 円 274,100 円 310,100 円

大学卒 220,000

区分 経験年数７年以上１０年未満 経験年数１０年以上１５年未満 経験年数１５年以上２０年未満

区　　　分 初任給(円)

一般行政職
高校卒 188,000
短大卒 204,400
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R6人事行政の運営等の状況

（３）育児休業等の取得状況

（単位：人）

育児休業取
得者数

部分休業取
得者数

育児短時間勤
務取得者数

育児休業対
象者数

育児休業取
得者数

部分休業取
得者数

育児短時間勤
務取得者数

男性 4 0 0 3 3 0 0

女性 3 1 0 3 3 0 0

男性 0 0 0 0 0 0 0

女性 0 0 0 0 0 0 0

男性 0 0 0 0 0 0 0

女性 1 0 0 1 1 0 0

（４）自己啓発等休業の取得状況

当年度取得者１人

令和６年度中の育児休業等状況
令和６年度中に新たに育児休業等が取得可能と

なった職員の育児休業等状況
任命権者の別

　職員は任命権者の承認を受けて、大学等課程の履修又は国際貢献活動等に参加するための休業をするこ
とができます。自己啓発等休業をしている期間については、給与は支給されません。

注）育児休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、当該職員の３歳に満たない子どもを養育するために
　当該子どもが３歳に達する日までの間で必要とする期間を休業することです。

注）部分休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、当該職員の小学校就学の始期に達するまでの子ども
　を養育するために、当該子どもが小学校就学の始期に達するまでの間で、必要とする期間に係る１日の
　勤務時間の始め又は終わりにおいて１日を通じて２時間を超えない範囲で休業することです。

注）育児短時間勤務とは、職員が任命権者の承認を受けて、当該職員の小学校就学の始期に達するまでの
　子どもを養育するために、当該子どもが小学校就学の始期に達するまでの間で、あらかじめ決められた
　いくつかの勤務形態により希望する日及び時間帯において勤務することができる制度です。

首長部局等

教育委員会

公営企業
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R6人事行政の運営等の状況

４．職員の分限及び懲戒処分の状況

(１) 職員の分限処分の状況について

降任 なし
免職 なし
休職　 ５人　　心身の故障による

(２) 職員の懲戒処分の状況について

免職 なし
停職 なし
減給 なし
戒告 なし

５．職員の服務の状況

６. 職員の退職管理の状況
東みよし町職員の退職管理に関する条例第３条の規定に基づき届出を受けた件数

７．職員の研修及び勤務成績の評定の状況

(１) 令和６年度職員研修実績（延べ人数）

93  人
22  人
9  人
3  人
1  人
5  人
7  人
10  人
20  人
18  人
67  人
40  人
22  人
26  人
76  人
59  人
142  人
7  人

718  人
日本電信電話ユーザー協会 社員セミナー

　地方公務員法第３０条では、全ての職員は、全体の奉仕者として公共の利益の
ために勤務し、職務遂行にあたっては全力でこれに専念しなければならないとさ
れています。この服務の基本原則を忠実に実行するため、職員には命令に従う・
秘密を守る義務や信用失墜行為・争議行為の禁止、営利企業等の従事、政治行為
の制限などが課せられています。営利企業等の従事について、職員（会計年度任
用職員（パートタイム）を除く。）は、任命権者の許可を受けなければ、営利を
目的とする会社などの役員を兼ねたり、報酬を得ていかなる事業若しくは事務に
も従事することはできません。

　公務能率の維持向上のため、職員が一定の事由によってその職務が果たすこと
ができない場合などに、本人の意に反してなされる不利益処分であり、その種類
は降任、免職及び休職があります。

　職員の義務違反に対し、地方公共団体の規律と公務執行の秩序を維持する目的
で、一定の義務違反に対して職員にその道義的責任を負わせる不利益処分であ
り、その種類は、免職、停職、減給、戒告があります。

研修主体 研修内容 参加人数

市町村職員中央研究所 法令実務B（応用）
能力開発・向上研修

財務研修

市町村職員国際文化研修所
下水道経営セミナー
企業会計予算書作成研修

徳島県自治研修センター 階層別研修

日本下水道事業団研修センター

自治体におけるDXの推進

災害マネジメント研修

町

新規採用職員研修
人事評価制度研修

接遇研修
特定個人情報保護研修
法令・例規関係研修

0 件

メンタルヘルス・ハラスメント研修
障がい関係研修
人権研修

町外 各専門研修等

町村会 若手育成事業
徳島県
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R6人事行政の運営等の状況

(２) 勤務成績の評定の状況
「東みよし町職員の人事評価実施規程」（平成２７年４月１日施行）
人事評価　　実施
対象者　　　全職員
評価期間　　毎年４月１日から３月３１日までの期間
内容　　　　能力評価　評価項目ごとに職務遂行の過程において発揮された
　　　　　　　　　　　職員の能力を評価
　　　　　　業績評価　職員が設定した業務目標の達成度その他の取り組みに
　　　　　　　　　　　ついて業務上の業績を評価
評価結果の活用　人事管理の基礎、職員の人材育成に活用

８．職員の福祉及び利益の保護の状況

(１) 　地方公共団体は、職員の保護、元気回復、その他厚生に関する計画を立て実
施することが義務づけられています。現在本町職員（条件を満たした会計年度
任用職員（フルタイム）を含む。）はその勤務地により、徳島県市町村職員共
済組合及び徳島県市町村職員互助会、又は公立学校共済組合及び徳島県教職員
互助組合に加入しています。
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R6人事行政の運営等の状況

○短期給付・・病気やケガ(公務外)、出産、死亡、休業、災害時等の給付
・ 保健給付・・療養給付・高額療養費・出産費等
・ 休業給付・・傷病手当金・育児休業手当金・介護休業手当金等
・ 災害給付・・弔慰金・災害見舞金等

○長期給付・・退職、障害又は死亡に対する給付
・ 老齢厚生年金・・

・ 障害厚生年金・・

・ 遺族厚生年金・・

○福祉事業・・保健、貯金、貸付などの各事業
・ 保健事業・・人間ドック助成、特定健診・特定保健指導等
・ 貯金事業・・定期預金及び定期積立
・ 貸付事業・・普通貸付、住宅貸付、入学・修学貸付等
・ 物資事業・・各種保険制度等

○給付事業・・医療費、出産祝金、死亡弔慰金、休業給付等
○厚生事業・・退職準備講座、夏期保養施設利用助成、各教室開設等

○短期給付・・病気やケガ(公務外)、出産、死亡、休業、災害時等の給付
・ 保健給付・・療養給付・高額療養費・出産費等
・ 休業給付・・傷病手当金・育児休業手当金・介護休業手当金等
・ 災害給付・・弔慰金・災害見舞金等

○長期給付・・退職、生涯又は死亡に対する給付
・ 退職共済年金・・

・ 障害共済年金・・

・ 遺族共済年金・・

○福祉事業・・保健、貯金、貸付などの各事業
・ 保健事業・・人間ドック助成、特定健診・特定保健指導等
・ 貸付事業・・普通貸付、住宅貸付、入学・修学貸付等
・ 住宅事業・・教員住宅事業
・

・ 医療事業・・直営病院の経営事業
○給付事業・・医療費、出産祝金、死亡弔慰金、休業給付等
○厚生事業・・保養施設利用助成、各教室開設等
○貸付事業・・一般貸付、住宅貸付、医療貸付
○職員の保健等に関すること・・健康診断・人間ドック助成金

○上記徳島県市町村職員互助会が実施した事業のうち公費支出を伴う事業
件数
3
3
0

247
253

○互助会加入人数及び公費補助額 (単位:人、千円、％)
加入人数

30,000育児休業一時金(60日未満） 90,000
介護休業一時金 50,000 0

徳島県教職員
互助組合

17 0 0%

1,088,847
合計 1,478,847

退職準備講座等

0

１人当たり公費負担額

徳島県市町村
職員互助会

198 2,303 50% 12

互助会名 公費補助額 公費補助率

徳島県
教職員

互助組合
町

事業名 給付単価（円） 実績額（円）
育児休業一時金(60日以上） 100,000 300,000

徳島県
市町村職員

互助会

公立学校
共済組合
(１７人)

組合員期間や一定の条件を満たすことにより、６
５歳から支給(特例で年齢により６５歳未満で支
給あり)
組合員が在職中に病気やケガで障害が残る状況に
なったときに支給
組合員又は組合員であった者が死亡したとき遺族
に支給

宿泊事業・・組合員の保健、保養又は教養のための宿泊施設を経営
　　　　　　し組合員の福祉の向上と健康の増進を図る

加入団体
(加入人数)

事業内容

徳島県
市町村職員
共済組合

(１９８人)

組合員期間や一定の条件を満たすことにより、
６５歳から支給(特例で年齢により６５歳未満で
支給あり)
組合員が在職中に病気やケガで障害が残る状況に
なったときに支給
組合員又は組合員であった者が死亡したときに遺
族に支給
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R6人事行政の運営等の状況

（２） 健康診断の実施状況（令和６年度）

（３） 公務災害の発生状況（令和６年度）

（４） 利益の保護状況（令和６年度）

職員に対する不利益な処分についての不服申し立て 無

通勤災害 0

内容 有無

職員の給与、勤務時間、その他の勤務条件に関する措置の請求 無

種類 発生件数 事案の概要

鉈使用中の皮膚欠損創公務災害 1

合計 145 1,458

総合計 205 2,198

人
間
ド
ッ

ク

１泊２日ドック 3 60

日帰りドック 134 1,259

脳ドック 8 139

202他医療機関受診

　東みよし町では、事業所として職員健康診断を行っていますが、各共済組合主催の人
間ドックを受診した人は、職員健康診断を受診したものとしています。
(受診率99.0％)

健康診断の種類 受診者数 町負担金額(千円) 

職員健康診断 58 720
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